
職員による障害を理由とする差別に関する相談窓口について 

名古屋法務局職員課の窓口では、「法務省における障害を理由とする差別の解消の推進に

関する対応要領」（平成２７年１１月３０日）に基づき、職員による障害を理由とする差別

に関する障害者等からの相談等を受け付けています。 

《相談窓口を利用できる方》 

・障害者（障害（身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他心身の機能

の障害）がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活

に相当な制限を受ける状態にあるもの） 

・障害者の家族、介助者等 

《相談窓口に相談できる内容》 

・名古屋法務局職員による障害を理由とする不当な差別的取扱いに関する内容 

・名古屋法務局職員による合理的配慮の提供に関する内容 

《相談窓口》 

名古屋法務局職員課 

住   所    名古屋市中区三の丸２－２－１（名古屋合同庁舎第１号館） 

電話番号      ０５２（９５２）８１１１（内線１５３０） 

ファックス番号  ０５２（９５２）８１６７ 

電子メール https://houmukyoku.moj.go.jp/houmukyokumail/iken.php?i d=023 

注 メールのタイトルに「職員による障害を理由とする差別に関す

る相談」である旨を記載してください。 

《相談方法》 

○対面又は電話による相談 

・対面又は電話による相談は、開庁時間中に受け付けています。 

・「障害を理由とする差別に関する相談」である旨お伝えください。 

○郵送・ファックス・電子メールによる相談 

・「障害を理由とする差別に関する相談」である旨記載してください。 

     なお、電子メールを利用される場合は以下の点についても御留意ください。 

・文字化けを防ぐため、環境依存文字は使用しないでください。 

・セキュリティ対策上、添付ファイルは開封致しかねますので、必要な内容はメール

本文に記載いただくか、郵送を御利用ください。 

・セキュリティ対策上、メール本文に他サイトへのリンクを貼っていただいても閲覧

致しかねますので、あらかじめ御承知置き願います。 

 



○＜内閣府ホームページ＞ 

 ※内閣府のホームページにリンクします。 
（http://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/sabekai.html） 

 

内閣府ホーム＞内閣府の政策＞共生社会政策トップ＞障害者施策＞もっと詳しく＞基本的枠組み＞障

害を理由とする差別の解消の推進 

 

○＜法務省ホームページ＞ 

 ※法務省のホームページにリンクします。 
(https://www.moj.go.jp/hisho/shomu/hisho01_00358.html) 

 
トップページ  >  政策・審議会等  >  その他の政策・施策  > 障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律の一部を改正する法律（令和３年法律第５６号）に基づく対応要領及び対応指針につい

て 


